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改　　正　　案 現　　　　　行

第１章　はじめに 第１章　はじめに

１　計画策定の趣旨 １　計画策定の趣旨

　世界には栄養不足の状態にある人々が多数存在する一方で、食料の多くを輸入に依存している日本で

は、本来食べられるにもかかわらず廃棄されている食品である「食品ロス」が大量に発生しています。

食品ロスの問題については、貧困や地球温暖化等、多方面に影響を及ぼす問題として、世界でも解決すべ

き重要な課題と捉えられています。そのような中、平成27（2015）年には、国連サミットにおいて「持続

可能な開発のための2030アジェンダ」が採択され、食品ロスの削減についても言及されています。

　本県においては、平成29（2017）年12月に庁内ワーキンググループを設置して、部局横断的な取組を推

進する中で、令和元（2019）年度には家庭系食品ロス、令和２（2020）年度には事業系食品ロスに関する

実態調査を行い、現状の把握を進めてきました。

　そのような中、国は令和元（2019）年10月に「食品ロスの削減の推進に関する法律（以下「法律」とい

う。）」を施行し、令和２（2020）年３月に「食品ロスの削減の推進に関する基本的な方針（以下「基本

方針」という。）」を閣議決定しました。

　法律において、地方公共団体は基本方針の内容を踏まえた食品ロス削減推進計画を定めるよう努めなけ

ればならないとされています。食品ロス削減のためには、本県の食品ロス発生の特性を踏まえ、消費者教

育や廃棄物処理、産業、地域づくりの観点から、総合的に取組を推進していくことが重要であることか

ら、令和３（2021）年10月に栃木県食品ロス削減推進計画（以下「本計画」という。）を策定しました。

　世界には栄養不足の状態にある人々が多数存在する中で、日本では食料の多くを輸入に依存している一

方、本来食べられるにもかかわらず廃棄されている食品である、「食品ロス」が大量に発生しています。

　食品ロスの問題については、貧困や地球温暖化等、多方面に影響を及ぼす問題として、世界でも解決す

べき重要な課題と捉えられています。そのような中、平成27（2015）年には、国連サミットにおいて「持

続可能な開発のための2030アジェンダ」が採択され、食品ロスの削減についても言及されています。

　本県においては、平成29（2017）年12月に庁内ワーキンググループを設置して、部局横断的な取組を推

進する中で、令和元（2019）年度には家庭系食品ロス、令和２（2020）年度には事業系食品ロスに関する

実態調査を行い、現状の把握を進めてきました。

　そのような中、国は令和元（2019）年10月に「食品ロスの削減の推進に関する法律（以下「法律」とい

う。）」を施行し、令和２（2020）年３月に「食品ロスの削減の推進に関する基本的な方針（以下「基本

的方針」という。）」を閣議決定しました。

　法律において、地方公共団体は基本的方針の内容を踏まえた食品ロス削減推進計画を定めるよう努めな

ければならないとされています。食品ロス削減のためには、本県の食品ロス発生の特性を踏まえ、消費者

教育や廃棄物処理、産業、地域づくりの観点から、総合的に取組を推進していくことが重要であることか

ら、新たに栃木県食品ロス削減推進計画を策定するものです。

　また、令和７（2025）年３月に基本方針が変更され、事業系食品ロスの削減目標の見直しのほか、近年

の社会情勢や新たな知見を踏まえた施策が盛り込まれたことに加え、本県においても食品ロスの削減目標

を達成していることから、本計画の見直しを行いました。

（新設）

（中略） （中略）
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改　　正　　案 現　　　　　行

２　計画の位置付け ２　計画の位置付け

○　本計画は、法律第12条に定める都道府県食品ロス削減推進計画です。

○　法律に基づく基本的方針の内容を踏まえて、本県の食品ロス削減に資する施策の方向性を定める実行

計画として位置付けられるものです。

○　施策の実施に当たっては、栃木県環境総合計画等の関連する既存計画との調和と整合性を確保するも

のとします。

○　本計画は、法律第12条に定める都道府県食品ロス削減推進計画です。

○　法律に基づく基本的方針の内容を踏まえて、本県の食品ロス削減に資する施策の方向性を定める実行

計画として位置付けられるものです。

○　施策の実施に当たっては、栃木県資源循環推進計画等の関連する既存計画との調和と整合性を確保す

るものとします。

３　計画期間 ３　計画期間

　この計画は、令和３（2021）年度から令和12（2030）年度までの10か年を計画期間とします。 　この計画は、令和３（2021）年度から令和12（2030）年度までの10か年を計画期間とします。
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改　　正　　案 現　　　　　行

第２章　食品ロスを取り巻く情勢 第２章　食品ロスを取り巻く情勢

１　食品ロスに対する関心の高まり

（中略）

１　食品ロスに対する関心の高まり

（中略）

２　食品ロスを取り巻く国内外の現状

⑴　世界の現状

○ 世界では、年間の食料廃棄量が約13 億ｔ（年間生産量の約1/3）に上る一方で1、飢えや栄

養失調に苦しむ人々は約6.7 億人存在すると推計2されています。

○ また、食料の生産から加工、流通を経て消費されるまでの間の温室効果ガスの排出量は、

世界全体の約21～37％を占めるとされています3。廃棄された食品の処理に際しても二酸化

炭素が排出されており、食料部門が環境に及ぼす影響は少なくありません。

２　食品ロスを取り巻く国内外の現状

⑴　世界の現状

○ 世界では、年間の食料廃棄量が約13 億ｔ（年間生産量の約1/3）に上る一方で1、飢えや栄

養失調に苦しむ人々は約８億人存在すると推計2されています。

○ また、食料の生産から加工、流通を経て消費されるまでの間の温室効果ガスの排出量は、

世界全体の約21～37％を占めるとされています3。廃棄された食品の処理に際しても二酸化

炭素が排出されており、食料部門が環境に及ぼす影響は少なくありません。

⑵　国内の現状

○　日本のカロリーベース食料自給率は38%と 、先進国の中でも最低水準になっている一方、年間約472

万tの食品ロスが発生しています。

○　家計において食費は消費支出の約1/4と大きな割合を占めていますが 、購入したもののうちまだ食べ

られる食品が廃棄されているのが現状であり、家計負担の無駄が生じています。

○　一方で、貧困率は15.0％となっており、６人に１人が貧困の状態 にあります。

○　食品ロスの多くは一般廃棄物に該当しますが、国内の市町村における一般廃棄物処理に関する年間経

費は、約2.5兆円に及びます 。

⑵　国内の現状

○　日本のカロリーベース食料自給率は37%と 、先進国の中でも最低水準になっている一方、年間約600

万tの食品ロスが発生しています。

○　家計において食費は消費支出の約1/4と大きな割合を占めていますが 、購入したもののうちまだ食べ

られる食品が廃棄されているのが現状であり、家計負担の無駄が生じています。

○　一方で、貧困率は15.4％となっており、６人に１人が貧困の状態 にあります。

○　食品ロスの多くは一般廃棄物に該当しますが、国内の市町村における一般廃棄物処理に関する年間経

費は、約２兆円に及びます 。

─────────────

  ¹ 国際連合食糧農業機関（FAO）（2011）「世界の食料ロスと食料廃棄」

  ² Food and Agriculture Organization (2025) , THE STATE OF FOOD SECURITY AND NUTRITION IN THE WORLD（2025）

  ³ IPCC (2019),Climate Change and Land

  ⁴ 農林水産省（2025）「食料需給表 令和6年度」

  ⁵ 総務省（2024）「家計調査 2024年（令和6年）」

  ⁶ 厚生労働省（2025）「2025年 国民生活基礎調査」

  ⁷ 環境省（2025）「一般廃棄物の排出及び処理状況等（令和6年度）について」

─────────────

  ¹ 国際連合食糧農業機関（FAO）（2011）「世界の食料ロスと食料廃棄」

  ² Food and Agriculture Organization (2019) , THE STATE OF FOOD SECURITY AND NUTRITION IN THE WORLD

  ³ IPCC (2019),Climate Change and Land

  ⁴ 農林水産省（2020）「食料需給表 令和元年度」

  ⁵ 総務省（2020）「家計調査 2020年（令和２年）」

  ⁶ 厚生労働省（2019）「2019年 国民生活基礎調査」

  ⁷ 環境省（2020）「一般廃棄物の排出及び処理状況等（令和元年度）について」
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改　　正　　案 現　　　　　行

３　国における食品ロス削減に向けた目標と推進体制 ３　国における食品ロス削減に向けた目標と推進体制

○　国は、ＳＤＧｓを踏まえ、家庭系・事業系の食品ロスをいずれも令和12（2030）年度までに平成12

（2000）年度比で半減させる目標を設定していました。しかし、事業系については、令和４（2022）年度

に当該目標を8年前倒しで達成したことから、新たな削減目標として、令和12（2030）年度までに平成12

（2000）年度比60％減を設定しています。一方、家庭系については、目標達成まであと20万トンの削減が

必要です8。

○　また、食品ロス問題を認知して削減に取り組む消費者の割合を80％とするとしています8。

○　国は、ＳＤＧｓを踏まえ、家庭系・事業系ともに、食品ロスを2000年度比で2030年までに半減する目

標を設定しています 。

○　また、食品ロス問題を認知して削減に取り組む消費者の割合を80％とするとしています
8
。

○　さらに、法律に基づき、食品ロス削減の推進の意義や基本的な方向、推進の内容等の重要事項を定め

る基本的方針を策定しました。これは、国及び地方公共団体の施策のほか、事業者や消費者の取組の指針

ともなるものとしています。

○　また、食品ロス削減に関連する施策の一層の推進に向けて、関係行政機関相互の緊密な連携・協力を

確保し、総合的かつ実効的な推進を図るため、「食品ロス削減に関する関係省庁会議」を設置しました。

○　さらに、法律に基づき、食品ロス削減の推進の意義や基本的な方向、推進の内容等の重要事項を定め

る基本的方針を策定しました。これは、国及び地方公共団体の施策のほか、事業者や消費者の取組の指針

ともなるものとしています。

○　また、食品ロス削減に関連する施策の一層の推進に向けて、関係行政機関相互の緊密な連携・協力を

確保し、総合的かつ実効的な推進を図るため、「食品ロス削減に関する関係省庁会議」を設置しました。

出典：食品ロス削減関係参考資料（令和８年６月30日版）（消費者庁） 出典：食品ロス削減関係参考資料（令和３年8月26日版）（消費者庁）

─────────────

８ 消費者庁「食品ロス削減関係参考資料（令和８年６月30日版）」

─────────────

８ 消費者庁「食品ロス削減関係参考資料（令和３年8月26日版）」
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改　　正　　案 現　　　　　行

第３章　食品ロスに関する現状と課題 第３章　食品ロスに関する現状と課題

１　食品ロスの発生要因 １　食品ロスの発生要因

（中略） （中略）

○　なお、本県の平成30（2018）年度における食品廃棄物と食品ロスの発生状況を概念的に示すと、下図

のとおりとなります。

○　なお、本県の平成30（2018）年度における食品廃棄物と食品ロスの発生状況を概念的に示すと、下図

のとおりとなります。

令和２年度事業系食品ロス実態調査、令和元年度家庭系食品ロス実態調査、食品リサイクル法に基づく定期報告の結果（平成30年度実績）

（農林水産省）、平成29年度食品循環資源の再生利用等実態調査（農林水産省）ほか

令和２年度事業系食品ロス実態調査、令和元年度家庭系食品ロス実態調査

10.1
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改　　正　　案 現　　　　　行

２　食品廃棄物及び食品ロスの発生量（H30（2018）年度推計値） ２　食品廃棄物及び食品ロスの発生量（H30（2018）年度推計値）

⑴　食品廃棄物の発生量 ⑴　食品廃棄物の発生量

○　全国の食品廃棄物発生量は2,531万ｔ、本県の発生量は27.3万tです。

○　全国では事業系食品廃棄物発生量が家庭系食品廃棄物発生量を上回っているのに対し、本県は家庭系

食品廃棄物発生量の方が多くなっています。

○　また、事業系食品廃棄物発生量を食品の利用主体別に見ると、全国・本県ともに食品製造業、外食産

業、食品小売業、食品卸売業の順になっています。

○　全国の食品廃棄物発生量は2,531万ｔ、本県の発生量は27万tです。

○　全国では事業系食品廃棄物発生量が家庭系食品廃棄物発生量を上回っているのに対し、本県は家庭系

食品廃棄物発生量の方が多くなっています。

○　また、事業系食品廃棄物発生量を食品の利用主体別に見ると、全国・本県ともに食品製造業、外食産

業、食品小売業、食品卸売業の順になっています。

本県：食品リサイクル法に基づく定期報告の結果（平成30年度実績）（農林水産省）、平成29年度食品循環資源の再生利用等実態調査（農林

水産省）、令和元年度家庭系食品ロス実態調査ほか

全国：令和元年度食品循環資源の再生利用等実態調査（農林水産省）、令和２年度産業廃棄物の排出及び処理状況（環境省）、

令和２年度食品循環資源の再生利用等の促進に関する実施状況調査等業務報告（環境省）、令和２年度一般廃棄物の排出及び処理状況（環境

省）

本県：令和２年度事業系食品ロス実態調査、令和元年度家庭系食品ロス実態調査

全国：令和元年度食品循環資源の再生利用等実態調査（農林水産省）、令和２年度産業廃棄物の排出及び処理状況（環境省）、令和２年度食

品循環資源の再生利用等の促進に関する実施状況調査等業務報告（環境省）、令和２年度一般廃棄物の排出及び処理状況（環境省）

⑵　食品ロスの発生量及び食品廃棄物に占める食品ロスの割合 ⑵　食品ロスの発生量及び食品廃棄物に占める食品ロスの割合

○　食品ロスは、全国で600万t、本県では10.1万t発生しています。

○　1人1日当たりの食品ロス排出量は、全国が130gであるのに対し、本県は140gとなっています。

○　また、食品廃棄物に占める食品ロスの割合は、本県は37％であり、全国の24%の約1.5倍となっていま

す。

○　食品ロスは、全国で600万t、本県では12.4万t発生しています。

○　1人1日当たりの食品ロス排出量は、全国が130gであるのに対し、本県は173gとなっています。

○　また、食品廃棄物に占める食品ロスの割合は、本県は46％であり、全国の24%の1.9倍となっていま

す。

本県：食品リサイクル法に基づく定期報告の結果（平成30年度実績）（農林水産省）、平成29年度食品循環資源の再生利用等実態調査（農林

水産省）、令和元年度家庭系食品ロス実態調査ほか

全国：令和元年度食品循環資源の再生利用等実態調査（農林水産省）、令和２年度産業廃棄物の排出及び処理状況（環境省）、令和２年度食

品循環資源の再生利用等の促進に関する実施状況調査等業務報告（環境省）、令和２年度一般廃棄物の排出及び処理状況（環境省）

本県：令和２年度事業系食品ロス実態調査、令和元年度家庭系食品ロス実態調査

全国：令和元年度食品循環資源の再生利用等実態調査（農林水産省）、令和２年度産業廃棄物の排出及び処理状況（環境省）、令和２年度食

品循環資源の再生利用等の促進に関する実施状況調査等業務報告（環境省）、令和２年度一般廃棄物の排出及び処理状況（環境省）
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改　　正　　案 現　　　　　行

⑶　食品ロスの内訳 ⑶　食品ロスの内訳

○　食品ロスの発生内訳について、全国・本県ともに事業系の割合が家庭系を上回っております。

○　家庭系食品ロスは、全国・本県ともに食べ残しに起因するものが最も多くなっています。

○　事業系食品ロスは、全国では食品製造業及び外食産業がほぼ同率で最も多くなっている一方、本県は

食品製造業が過半数を占めています。

○　食品ロスの発生内訳について、全国・本県ともに事業系の割合が家庭系を上回っており、本県の食品

ロス全体に占める事業系の割合は、全国よりもやや高い傾向があります。

○　家庭系食品ロスは、全国・本県ともに食べ残しに起因するものが最も多くなっています。

○　事業系食品ロスは、全国では食品製造業及び外食産業がほぼ同率で最も多くなっている一方、本県は

食品製造業が大半を占めています。

本県：食品リサイクル法に基づく定期報告の結果（平成30年度実績）（農林水産省）、平成29年度食品循環資源の再生利用等実態調査（農林

水産省）、令和元年度家庭系食品ロス実態調査ほか

全国：令和元年度食品循環資源の再生利用等実態調査（農林水産省）、令和２年度産業廃棄物の排出及び処理状況（環境省）、令和２年度食

品循環資源の再生利用等の促進に関する実施状況調査等業務報告（環境省）、令和２年度一般廃棄物の排出及び処理状況（環境省）

本県：令和２年度事業系食品ロス実態調査、令和元年度家庭系食品ロス実態調査

全国：令和元年度食品循環資源の再生利用等実態調査（農林水産省）、令和２年度産業廃棄物の排出及び処理状況（環境省）、令和２年度食

品循環資源の再生利用等の促進に関する実施状況調査等業務報告（環境省）、令和２年度一般廃棄物の排出及び処理状況（環境省）

⑷　家庭系食品ロスの実態調査実施状況及び実施意向 ⑷　家庭系食品ロスの実態調査実施状況及び実施意向

○　令和6（2024）年度までに家庭系食品ロスの実態調査を行った市町等は、25市町のうち、10市町でし

た。

（削除）

○　令和２（2020）年度までに家庭系食品ロスの実態調査を行った市町等は、25市町のうち、４市町でし

た。

○　また、３市町及び１事務組合が、令和３（2021）年度以降新たに実態調査を実施する意向を示してお

り、同年度末時点では８市町等が調査を実施済となる見込みです。

⑸　本県における事業系食品ロス発生実態 ⑸　本県における事業系食品ロス発生実態

（中略） （中略）
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改　　正　　案 現　　　　　行

３　食品ロスに関連する意識や状況 ３　食品ロスに関連する意識や状況

⑴　食品ロス問題の認知度と削減のための取組実施割合 ⑴　食品ロス問題の認知度と削減のための取組実施割合

○　食品ロス問題を認知した上で削減のための取組を行う人は、本県、全国ともに平成30

（2018）年度と比較して増加しています。

○　本県の令和６（2024）年度の割合は88.2 ％であり、国が定める目標値を上回っています。

○　食品ロス問題を認知した上で削減のための取組を行う人は、本県、全国ともに平成30（2018）年度と

比較して増加しています。

○　本県の令和２（2020）年度の割合は84.9％であり、国が定める目標値を上回っています。

本県：平成30年度県政世論調査、令和８年度県政世論調査

全国：平成30年度食品ロスの認知度と取組状況等に関する調査、令和８年度第２回消費生活意識調査（消費者庁）

本県：令和２年度県政世論調査

全国：令和２年度食品ロスの認知度と取組状況等に関する調査（消費者庁）
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改　　正　　案 現　　　　　行

⑵　食品ロス削減のための取組内容 ⑵　食品ロス削減のための取組内容

○　食品ロス削減のために実施している取組については、本県は「商品棚の手前に並ぶ賞味期限の近い商

品を購入する」のみ全国の実施割合より低くなっており、これ以外の取組については、全て全国を上回っ

ています。

○　なお、実施率が高い３項目は、本県では順に、「残さずに食べる」、「冷凍保存を活用する」、

「「賞味期限」を過ぎてもすぐに捨てるのではなく、自分で食べられるか判断する」となっています。全

国は順に「残さずに食べる」、「「賞味期限」を過ぎてもすぐに捨てるのではなく、自分で食べられるか

判断する」、「冷凍保存を活用する」となっています。

○　食品ロス削減のために実施している取組については、本県は「残さずに食べる」のみ全国の実施割合

より低くなっており、これ以外の取組については、全て全国を上回っています。

○　なお、実施率が高い３項目は、本県では順に、「冷凍保存を活用する」、「料理を作り過ぎない」、

「残さずに食べる」となっています。全国は順に「残さずに食べる」、「冷凍保存を活用する」、「「賞

味期限」を過ぎてもすぐに捨てるのではなく、自分で食べられるか判断する」となっています。

本県：令和８年度県政世論調査

全国：令和８年度第２回消費生活意識調査（消費者庁）

本県：令和２年度県政世論調査

全国：令和２年度食品ロスの認知度と取組状況等に関する調査（消費者庁）

⑶　人や社会、環境等に配慮した消費に関する意識（エシカル消費） ⑶　人や社会、環境等に配慮した消費に関する意識（エシカル消費）

（中略） （中略）
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改　　正　　案 現　　　　　行

⑷　フードバンクの実施状況 ⑷　フードバンクの実施状況

○　フードバンク活動は、食品関連事業者や農業者、家庭等から、まだ安全に食べることができる未利用

食品等の寄附を受け、食料支援を必要とする方や、施設・団体等に無償で提供する取組です。

○　フードバンク活動は、未利用食品の有効活用による食品ロスの削減に加え、食料の入手に困難を抱え

る方への食品アクセスの確保にも寄与する取組です。

○　全国では平成12（2000）年度頃から、フードバンク活動を行う団体が現れ始め、その数は増加してい

ます。

○　県内では、22の市町社会福祉協議会が、NPO法人等との協働を含め、フードバンク等の食糧支援事業

を行っています。

（削除）

○　また、市町社会福祉協議会以外にも、NPO法人や社会福祉法人等の複数の団体がフードバンク活動に

取り組んでおり、企業、農業者、県民等から食品の寄附を受け、地域の支援団体等と連携しながら食品を

必要とする方への支援につなげています。

（新設）

○　フードバンクとは、食品製造業者や農家、家庭などから、まだ食べられるのに捨てられてしまう食品

の寄付を受け、食べ物に困っている方や、福祉施設などに無償で提供する活動やその活動を行う団体を言

います。

○　農林水産省が実施した「フードバンク実態調査事業」によると、全国では平成12（2000）年度頃か

ら、フードバンク活動を行う団体が現れ始め、以来増加傾向にあり、令和元（2019）年度には116の団体

が活動を実施しています。

○　一方、県内の市町社会福祉協議会のうち、フードバンク等の食糧支援事業を行っているのは、NPO等

と協働して実施しているものも含めると21協議会でした。

○　また、社会福祉協議会以外で、主にNPO法人や社会福祉法人によって運営される複数の団体がフード

バンク活動に取り組んでおり、個人や企業、農業者から食品の寄附を受け、食べ物に困っている方や福祉

施設などに無償で提供しています。

令和７年度市町社会福祉協議会活動実態調査（（社福）栃木県社会福祉協議会） 令和元年度市町社会福祉協議会活動実態調査（（社福）栃木県社会福祉協議会）
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改　　正　　案 現　　　　　行

４　食品ロス削減に向けた課題 ４　食品ロス削減に向けた課題

【家庭系食品ロス】 【家庭系食品ロス】

○　家庭から排出される食品ロスは、県内の食品ロス発生量の48％を占め、発生要因の過半数は食べ残し

となっています。

○　一方で、削減のための取組として「商品棚の手前に並ぶ賞味期限の近い商品を購入する」の実践度が

低くなっています。

○このため、食品購入時の「てまえどり」の普及を重点的に進めていく必要があります。

○　また、エシカル消費の意味まで含めた知識をより一層普及し、主体的な消費行動の定着を図ることが

重要です。

○　家庭から排出される食品ロスは、県内の食品ロス発生量の39％を占め、発生要因の過半数は食べ残し

となっています。

○　一方で、削減のための取組として「残さずに食べる」の実践度が低くなっており、食べ物を大切にす

る心を醸成するという食育からのアプローチが必要と言えます。

（新設）

○　また、エシカル消費の意味まで含めた知識をより一層普及し、買い物の際は使い切れる量を購入した

り、外食の際には食べきれる量のみ注文したりする等、主体的な消費行動を行う消費者が増えるよう促す

ことが求められます。

【事業系食品ロス】 【事業系食品ロス】

○　事業者が排出する食品ロスは、県内の食品ロス発生量の52％を占めています。

○　事業系食品ロスについては、食品製造業が大きな割合を占めており、重要な削減取組の対象と言えま

す。

○　食品製造業における食品ロスの発生要因は製造過程によるところが大きく、更なる歩留りの改善や、

製造不良品の低減等の取組を強化していく必要があります。

○　食品製造業以外の業種では、より正確な需要予測による発注や、食べ残しを減らすことができるメ

ニュー開発等の取組が必要と言えます。

○　また、食品ロス発生実態と事業者の認識とが乖離している業種もあります。

○　特に本県事業者の多数を占める中小企業では、食品ロスの発生実態の把握や削減に向けた取組の余地

があると考えられ、そのような企業に向けた施策の展開が必要です。

○　事業者が排出する食品ロスは、県内の食品ロス発生量の61％を占めています。

○　事業系食品ロスについては、食品製造業が大きな割合を占めており、重要な削減取組の対象と言えま

す。

○　食品製造業における食品ロスの発生要因は製造過程によるところが大きく、更なる歩留りの改善や、

製造不良品の低減等の取組を強化していく必要があります。

○　食品製造業以外の業種では、より正確な需要予測による発注や、食べ残しを減らすことができるメ

ニュー開発等の取組が必要と言えます。

○　また、食品ロス発生実態と事業者の認識とが乖離している業種もあります。

○　特に本県事業者の多数を占める中小企業では、食品ロスの発生実態の把握や削減に向けた取組の余地

があると考えられ、そのような企業に向けた施策の展開が必要です。

【共通】 【共通】

○　フードバンク活動団体をはじめ、行政、社会福祉協議会、食品関連事業者、農業者、こども食堂等の

関係機関・団体が連携し、未利用食品や規格外品の有効活用を図るとともに、食料の入手に困難を抱える

方への食品アクセスの確保につなげていく必要があります。

○　フードバンク等の食糧支援を行う市町社会福祉協議会の取組を進めることなどにより、未利用食品や

規格外品の有効活用を図りながら、食べ物に困っている方の支援を行っていく必要があります。

【総括】 【総括】

（中略） （中略）

課題１ 食品ロス削減のための取組を行う県民の割合は、既に国が定める

目標を達成しているものの、食品廃棄物に占める食品ロスの割合や、１人

１日当たりの食品ロス排出量は全国と比べ高い水準にあります。

課題１ 食品ロス削減のための取組を行う県民の割合は、既に国が定める

目標を達成しているものの、食品廃棄物に占める食品ロスの割合や、１人

１日当たりの食品ロス排出量は全国と比べ高い水準にあります。
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改　　正　　案 現　　　　　行

○　食品ロスの削減のためには、市町ごとに発生量や要因に応じた対策を体系的に整理した市町食品ロス

削減推進計画を策定し、それに沿って取組を進めることが効果的です。

○　県内全体の食品ロス発生量を継続的に推計するとともに、実態調査を行う市町が増えるよう促す取組

が求められます。

○　食品ロスの削減のためには、市町ごとに発生量や要因に応じた対策を体系的に整理した市町食品ロス

削減推進計画を策定し、それに沿って取組を進めることが効果的です。

○　県内全体の食品ロス発生量を継続的に推計するとともに、実態調査を行う市町が増えるよう促す取組

が求められます。

５　課題を踏まえた基本的施策 ５　課題を踏まえた基本的施策

（中略） （中略）

課題２ 食品ロス発生実態調査を行ったことがある市町は、16％に

とどまります。

課題２ 食品ロス発生実態調査を行ったことがある市町は、令和６

年度末時点で40％にとどまります。
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改　　正　　案 現　　　　　行

第４章　計画の理念と施策の方向性 第４章　計画の理念と施策の方向性

１　基本理念 １　基本理念

（中略） （中略）

２　10年後の将来像 ２　10年後の将来像

（中略） （中略）

３　10年後の将来像の実現に向けた施策の展開 ３　10年後の将来像の実現に向けた施策の展開

○　10年後の将来像の実現に向け、取り組むべき課題を踏まえた４つのテーマを設定し、各テーマに沿っ

た施策を展開します。

○　なお、ＳＤＧｓの目標とターゲットは、互いに深い関連性があることから、食品ロスの削減を通じ

て、環境や経済、社会的な問題に対応することにより、持続可能な社会の形成を目指していきます。

○　10年後の将来像の実現に向け、取り組むべき課題を踏まえた４つのテーマを設定し、各テーマに沿っ

た施策を展開します。

○　なお、ＳＤＧｓの目標とターゲットは、互いに深い関連性があることから、食品ロスの削減を通じ

て、環境や経済、社会的な問題に対応することにより、持続可能な社会の形成を目指していきます。

（中略） （中略）
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改　　正　　案 現　　　　　行

５章　具体的な施策 ５章　具体的な施策
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改　　正　　案 現　　　　　行

テーマ１　食品ロス削減意識の醸成 テーマ１　食品ロス削減意識の醸成

（中略） （中略）

[具体的な取組] [具体的な取組]

⑴　家庭・地域・学校と連携した食育や人材育成の充実 ⑴　家庭・地域・学校と連携した食育の充実

①　市町、農林業団体、生産者等と連携した食に関する体験活動や講座、情報発信を通した食料の生産、

加工、流通などに関する理解の促進

②　活動環境の整備や情報提供による食育ボランティアの確保と活動の活性化

③　学校給食を生きた教材として活用した取組事例等の提供による栄養教諭を中核とした食に関する指導

の支援

④　栄養教諭、学校栄養職員、学校給食（食育）主任を対象とした研修会の実施や普及啓発

⑤　学校・家庭・地域連携による食育推進体制づくり

⑥　市町及び食育関係団体の連携強化による食育推進体制の支援や県民と協働した食育推進運動の展開

⑦　食品ロス削減や地産地消に関する知識を有する人材の育成

①　市町、農林業団体、生産者等と連携した食に関する体験活動や講座、情報発信を通した食料の生産、

加工、流通などに関する理解の促進

②　活動環境の整備や情報提供による食育ボランティアの確保と活動の活性化

③　学校給食を生きた教材として活用した取組事例等の提供による栄養教諭を中核とした食に関する指導

の支援

④　栄養教諭、学校栄養職員、学校給食（食育）主任を対象とした研修会の実施や普及啓発

⑤　学校・家庭・地域連携による食育推進体制づくり

⑥　市町及び食育関係団体の連携強化による食育推進体制の支援や県民と協働した食育推進運動の展開

（新設）
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改　　正　　案 現　　　　　行

 ─────────────

⁹　食べ残し持ち帰り促進ガイドライン：飲食店等の事業者や消費者が、安全かつ適切に食べ残しの持ち帰りを行うための基本的な考え方や留

意事項等を示した国のガイドライン。

（新設）

17



改　　正　　案 現　　　　　行

テーマ２　食品ロス削減取組の促進 テーマ２　食品ロス削減取組の促進

（中略） （中略）

１　事業者による取組 １　事業者による取組

（中略） （中略）

⑵　食品ロス削減対策の普及 ⑵　食品ロス削減対策の普及

①　とちぎ地域企業応援ネットワークを通じた食品ロス削減対策に関する周知

（削除）

②　需要予測等、AIやIOT、ビッグデータ等を活用した経営に取り組む企業の支援

③　新たなビジネスモデルを実現した企業の取組の県内への波及

④　食品関連事業者等とフードバンク活動団体等とをつなげるモデル事例の構築と普及

⑤　食べきりを推進する事業者の支援

⑥　循環経済（サーキュラーエコノミー）に取り組む事業者の支援

①　とちぎ地域企業応援ネットワークを活用した食品ロス削減モデルの普及等による経営力向上の支援

②　原材料のロス削減等生産性向上のための設備導入の支援

③　需要予測等、AIやIOT、ビッグデータ等を活用した経営に取り組む企業の支援

④　新たなビジネスモデルを実現した企業の取組の県内への波及

⑤　食品関連事業者等とフードバンク活動団体等とをつなげるモデル事例の構築と普及

（新設）

⑶　”フードバレーとちぎ”の推進による食品ロス削減の取組支援 ⑶　”フードバレーとちぎ”の推進等による食品ロス削減につながる行動変容

①　食をテーマとする業種を超えた企業間連携の促進による県産農産物等を生かした新商品・サービス等

の創出支援

②　未利用食品の活用など持続可能な社会へ貢献する食品加工技術や商品開発の支援

①　食をテーマとする業種を超えた企業間連携の促進による県産農産物等を生かした新商品・サービス等

の創出

（新設）

18



改　　正　　案 現　　　　　行

[具体的な取組] [具体的な取組]

⑴　食品廃棄物等の再生利用促進 ⑴　食品廃棄物等の再生利用促進

（削除）

①　市町等に対する食品廃棄物等を堆肥や燃料等へ再利用を行う資源循環型社会に向けた取組への助言・

指導や食品リサイクル法（食品循環資源の再生利用等の促進に関する法律（平成12年 法律第116号））に

基づく責務等の周知

②　食品廃棄物等のバイオマス利活用を軸とした地域循環型社会の形成を目指す「バイオマス産業都市構

想」の策定等を通した市町の取組支援

（削除）

③　食品等事業者に対する資源循環への取組に関する普及啓発及び理解促進

④　循環経済（サーキュラーエコノミー）の取組促進

①　市町や事業者に対する具体的な食品廃棄物の再生利用等の事例紹介

（新設）

②　食品廃棄物等のバイオマス利活用を軸とした地域循環型社会の形成を目指す「バイオマス産業都市構

想」の策定等を通した市町の取組支援

③　市町と連携した食品等事業者への食品リサイクル法に基づく責務等の周知及び適正な再生利用等の促

進

④　再生利用事業計画（食品リサイクル・ループ）の周知による、食品関連事業者の食品循環資源再生利

用の取組支援

⑤　食品関連事業者による食品廃棄物の再生利用に対する消費者の理解や支援が進むような普及啓発の実

施

（新設）

（中略） （中略）

２　消費者による取組 ２　消費者による取組

[具体的な取組] [具体的な取組]

⑴　持続可能な消費の理解促進 ⑴　持続可能な消費の理解促進

①　持続可能な社会を目指し、主体的に行動できる消費者教育の充実

②　身近な地域において消費者教育・啓発を行うことができる人材を育成するための講座の実施

③　学校における消費者教育やエシカル消費に関するリーフレット等の配布による普及啓発の実施

①　持続可能な社会を目指し、主体的に行動できる消費者教育の充実

②　身近な地域において消費者教育・啓発を行うことができる人材を育成するための講座の実施

③　学校における消費者教育や、消費者月間等を活用したエシカル消費に関する普及啓発の実施

（中略） （中略）
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改　　正　　案 現　　　　　行
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改　　正　　案 現　　　　　行

テーマ３　未利用食品等の有効活用 テーマ３　未利用食品等の有効活用

○　高齢化や人口減少が進み、地域や家庭、職場等の暮らしにおける結びつきが弱まる中、社会保障や産

業等の領域を越えてつながり、地域社会全体を支えていくために、支え合いの基盤を構築していくことが

重要です。

○　フードバンク活動は、未利用食品等の有効活用による食品ロスの削減と、食料の入手に困難を抱える

方への食品アクセスの確保をつなぐ取組です。

○　地域において食品を必要な方へ安全かつ確実に届けるためには、食品を提供する企業等、食品を受け

入れ管理・提供するフードバンク活動団体、最終受益者に食品を届けるこども食堂やフードパントリー

等、支援対象者を把握し必要な支援につなぐ団体（行政、社会福祉協議会、学校、支援機関等）が、それ

ぞれの役割を果たしながら連携していくことが重要です。

（削除）

○　高齢化や人口減少が進み、地域や家庭、職場等の暮らしにおける結びつきが弱まる中、社会保障や産

業等の領域を越えてつながり、地域社会全体を支えていくために、これらの支え合いの基盤を再構築する

必要が生じています。

（新設）

○　多様な主体がフードバンク活動に参加することで食品ロスの削減に直接的な効果を与えるだけではな

く、地域福祉に関係する人口を増やすことにより、人や資源が分野を越えてつながる地域共生社会の実現

も図る必要があります。

[具体的な取組] [具体的な取組]

⑴　生活困窮者が適切な支援機関につながる仕組みづくり ⑴　生活困窮者が適切な支援機関につながる仕組みづくり

①　社会福祉法人の地域における「公益的な取組」の一環としてのフードバンク活動の普及・啓発

②　継続的なフードドライブ の実施等による未利用食品の確保及び生活困窮者等に対する支援の充実

③　市町における庁内関係各課との連携促進並びにフードバンク活動団体、社会福祉協議会、こども食堂

その他の支援機関等とのネットワークづくり

①　社会福祉法人の地域における「公益的な取組」の一環としてのフードバンク活動の普及・啓発

②　継続的なフードドライブ の実施等、生活困窮者等に対する支援の充実

③　市町における庁内関係各課との連携促進及びフードバンク団体と連携したネットワークづくり

[具体的な取組] [具体的な取組]

⑴　多様な主体による食品提供の促進 ⑴　多様な主体による食品提供の促進

①　フードバンクやフードドライブの普及啓発による規格外品や未利用食品の有効活用の促進

②　食品関連企業の未利用食品や庁内の災害用備蓄食品等のフードバンク活動団体やこども食堂等への提

供促進

③　フードバンク活動団体等の基盤強化に向けた支援

④　食品を提供する企業・農業者等とフードバンク活動団体との連携促進

①　フードバンクやフードドライブの普及啓発による規格外品や未利用食品の有効活用の促進

②　食品関連企業の未利用食品や庁内の災害用備蓄食品等のフードバンク団体等への提供促進

（新設）

（中略） （中略）
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改　　正　　案 現　　　　　行

─────────────

¹¹   食品寄附ガイドライン：食品寄附に関わる事業者やフードバンク活動団体等が、安全かつ適切に食品を取り扱うための基本的な考え方や留

意事項等を示した国のガイドライン

（新設）
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改　　正　　案 現　　　　　行

テーマ４　市町による食品ロス発生実態の把握 テーマ４　市町による食品ロス発生実態の把握

（中略） （中略）
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改　　正　　案 現　　　　　行

６章　計画の推進 ６章　計画の推進

１　推進体制 １　推進体制

（中略） （中略）

２　計画の進行管理 ２　計画の進行管理

（中略） （中略）

⑴　食品ロスの削減目標 ⑴　食品ロスの削減目標

　本県では、令和12（2030）年度までに、平成30（2018）年度比で20％の削減を目指し、食品ロス削減に

取り組んできました。

　令和12（2030）年度までに、平成30（2018）年度比で20％の削減を目指します。

　令和６（2024）年度時点の食品ロス量は、平成30（2018）年度比で29％削減されており、当初目標の

20％削減を上回って達成しています。

（新設）

　これらの状況を鑑み、本県の新たな目標値は、全国の食品ロスの削減傾向を踏まえ、令和12（2030）年

度までに、平成30（2018）年度比で35％の削減を目指すこととします。

　なお、この目標の達成により、食品ロスを焼却処理することで発生する温室効果ガスの排出量が平成30

（2018）年度比で年間約1,025ｔ削減されます。

　なお、この目標の達成により、食品ロスを焼却処理することで発生する温室効果ガスの排出量が年間約

730ｔ削減されます。

（新設）

─────────────

¹²   計画策定時には、大規模な実態調査を行い、基準値（平成30（2018）年度）を12.4万tと推計しましたが、継続的な推計を行うため、公表

されている統計等を活用した新たな推計方法を採用することとしました。新たな推計方法では基準値（平成30（2018）年度）は10.1万tとなり

ます。

(新設)
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改　　正　　案 現　　　　　行

⑵　その他の目標値 ⑵　その他の目標値
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改　　正　　案 現　　　　　行

○　栃木県食品ロス削減推進計画策定懇談会委員 ○　栃木県食品ロス削減推進計画策定懇談会委員

○　栃木県食品ロス削減推進計画改定懇談会委員 （新設）
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改　　正　　案 現　　　　　行

（削除） ○　第５章の各テーマとＳＤＧｓとの関連

27



改　　正　　案 現　　　　　行

○食品廃棄物及び食品ロス発生量の推計方法 ○食品廃棄物及び食品ロス発生量の推計方法

　⑴　家庭系 　⑴　家庭系

栃木県全体の家庭系食品廃棄物と食品ロスの年間発生量は、次のＡ、Ｂにより求められた量を合計して推

計しています。

栃木県全体の家庭系食品廃棄物と食品ロスの年間発生量は、次のＡ、Ｂにより求められた量を合計して推

計しています。

（中略） （中略）
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改　　正　　案 現　　　　　行

⑵　事業系 ⑵　事業系

　栃木県全体の事業系食品廃棄物と食品ロスの年間発生量は、次のＡ、Ｂにより求められた量を合計して

推計しています。

　栃木県全体の事業系食品廃棄物と食品ロスの年間発生量は、次のとおり推計しています。
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改　　正　　案 現　　　　　行

栃木県食品ロス削減推進計画 栃木県食品ロス削減推進計画

　　　令和３（2021）年10月（令和９（2027）年２月改定）

　　　編集・発行　栃木県

　　　令和３（2021）年10月

　　　編集・発行　栃木県

　　　  　　　　  　環境森林部資源循環推進課 　　　  　　　　  　環境森林部資源循環推進課

　　　　　 　  　　 〒320－8501　宇都宮市塙田１－１－２０

　　　　　　　  　　　　　　　　ＴＥＬ　028－623－3107

　　　　　　　　  　　　　　　　ＦＡＸ　028－623－3113

　　　　　 　  　　 〒320－8501　宇都宮市塙田１－１－２０

　　　　　　　  　　　　　　　　ＴＥＬ　028－623－3107

　　　　　　　　  　　　　　　　ＦＡＸ　028－623－3113
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